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消防用機械器具に対する検定業務は、法令で定められた規格に適合し、性能が確保されたものでなければならない。
表紙は、公正に試験及び検査を行い、国民の安心、安全を保障している業務であることをイメージしてデザインし、
格子縞をイメージストックに色の組み合わせの楽しさを構成した。 デザイン：山崎達雄　
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 検定協会だより　27年11月

消防庁消防研究センター

所長　山 田 常 圭
昨今、一流の企業や大学等研究機関における技術データの改ざん・捏造、論文の剽窃

等、不正が跡を絶たず、企業統治（コーポレートガバナンス）、法令順守（コンプライ

アンス）の重要性が叫ばれている。過去においてもこうした不祥事はあったのであろう

が、それにしても数が多くやりきれない思いである。この背景には一体何があるのであ

ろうか？個人や企業の業績評価において短期的な成果が求められるようになったこと、

個々人の業務負担が増してきたこと、またさらに ITC 技術により、不正が技術的に容

易にできる環境になってきたこと等が原因として挙げられよう。中でも ITC 技術の急

速な発展は、本来、業務の効率化を図りワークライフバランスのとれた豊かな社会実現

に寄与するのではと期待されたが、従来できないことができるようになったばかりに新

たな業務が発生する、また一方で俗に“コピペ”と呼ばれる皮相浅薄な知的創造の風潮

が横行する等、負の効果ももたらした。もちろん技術が悪いのではなく、濫用する人間

側に問題があるのではあるが･･･。

さて、平成18年４月に消防研究センターが（独）消防研究所から国の研究機関として

再出発して今年が10年目にあたる。筆者は前身の消防研究所から通算30余年の在籍とな

るが、この10年間が特に変化の大きい時期であったと記憶している。組織を取り巻く自

然・社会環境も大きく変化し、消防は多種多様な事案への対応を余儀なくされてきた。

東日本大震災は言うに及ばず、昨年の広島での集中豪雨による土石流災害、御嶽山の噴

火、今年になってからも、常総市をはじめとする集中豪雨による広域な浸水といった類

稀なる自然災害が頻発し、広域にわたる消防の機動的な対応がますます必要となってき

ている。

消防研究センターにおいても、多岐にわたる事案の調査や消防活動支援に係わる研究

開発等、活動範囲が拡がってきており、限られた人的・物的研究資産を活用してなんと

か凌いできた。研究員には重要な研究課題にじっくりと取り組んで質的、量的に充実し

た研究成果を挙げていただきたいのだが、業務繁多でなかなか難しいのが実情である。

こうした状況下で、まずありえないとは思いながらも、組織の制度疲労や忙しさがきっ

安全を担う研究者・技術者

に求められる社会倫理
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かけで、巷で起きているようなモラルハザードが起きはしまいか？と時折不安がよぎる。

研究所が衰退していく前兆の一つとして『本質的でも重要でもない研究に時間を費や

す、また饒舌になる』ことがあるといわれている。それは研究者個々人の問題のみなら

ず、重要でない業務を看過している管理者側の無責任にも起因するもので、ガバナンス

がない組織は早晩窮地に陥る、不正の発生の土壌となりえるということである。この点、

組織を預かる者として肝に銘じていきたいと考えている。

一方で、個々人が不正の罠に陥らないようにするにはどうしたらよいか？研究者・技

術者にあっては、その分野の専門家として期待されている社会的役割と責務を再認識す

ることが先ずもって重要であると考える。筆者は、最近、大学院生の頃、将来に対する

期待と不安を覚えながら手にした書『若き科学者へ』（P.B．メダウォー、みすず書房）

を改めて読み返すようになった。その中に科学者（研究者、技術者と読み替えても違和

感はない）の社会倫理について含蓄のある内容が含まれているので紹介かたがた引用さ

せていただく。

『科学者は、雇用主に対して契約的義務を負うが、真理に対しては常に特殊な無条件

の義務をもつ。（中略）科学者だからといって、国家機密法を守る義務や、会社の規則

に従って製造工程に関することを疑わしい外来者にうかうかしゃべらない義務は、何ら

免除されはしない。とはいえ、科学者だからといって良心的な依頼に対して耳をふさい

だり心を閉じる義務や必要は何らないのである。』

『（事実の）解釈の問題で誤りを犯すのは避けられない。（中略）　もし誤りがそれだ

けなら、（誰かが間違った説を唱えても、別の科学者が正しい説をだせるから）大した

害はなく、大して悩まなくて済む。（中略）　これに反して事実について誤りを犯すと、

（中略）　別な科学者が彼の発見を正しく解釈することを非常に困難にし、不可能にさえ

するおそれがあるから（重大）である。』（括弧内は筆者の補足）

もっとも、消防研究センターや日本消防検定協会のように業務内容が国民の安全に直

結する場合には、事実の誤りだけでなく解釈の誤りにも細心の注意を払うべきであろ

う。誤った技術データ、解釈から導かれた安全施策や、検定をすり抜けた消防用機器等

は、緊急時に人の生死を左右しかねない重大事であるからである。安全を担う研究者・

技術者には他にもまして高い社会倫理をもち、慎重かつ誠実に業務を進めていただきたい

と願っている。

『組織の常識、社会の非常識』と揶揄されることがあるが、自分の組織について客観

的に評価するのはなかなか難しい。外部機関との共同研究や情報交流は、組織の硬直化

した慣行を見直すきっかけになると考えている。こうした観点からも今後とも開かれた

研究センターを目指して体制整備を図っていきたい。皆様のご協力よろしくお願いいた

します。
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３　初期消火活動

⑴　防火管理者の選任と初期消火活動

　規制対象物の火災527件の内、防火管理者

の選任が必要であったものは318件で、選任

済は293件（一部未選任等を含む）、未選任は

25件であった。

　防火管理者の選任が必要な対象物は26,500であり、選任済が25,468、未選任が1,032で

あった。火災の発生率をみると、選任済対象物からの出火は1.15％、未選任対象物から

の出火は2.42％であった。

　また、自然鎮火等※45件を除く初期消火を必要とした火災482件の内、選任済（自主

選任を含む。）は268件、未選任（選任義務なしを含む。）は214件であった。

　選任済268件の内、初期消火がなされたものは212件で、実施率は79.1％であった。

　未選任214件の内、初期消火がなされたものは

151件で、実施率は70.6％であった。

　よって、初期消火活動の実施率は、選任済対象

物の方が未選任対象物と比較して8.5％高くなっ

ている。

　なお、１件あたりの焼損面積で比較すると、選

任済対象物は2.9㎡、未選任対象物は31.3㎡で10.8

倍の差が見られた。

※自然鎮火等：スプリンクラーが消火したものを含む

消防機関火災事例

表-14　防火管理者選任別の火災発生率

表-15　防火管理者選任と初期消火

平成26年中の規制対象物における火災発生状況
（その２）

大阪市消防局予防部
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表-16　防火管理者の選任と初期消火活動の関係
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⑵　消防訓練と初期消火活動

　自然鎮火等45件を除く482件の内、消防訓練を過去１年以内に実施した対象物は137

件であった。その内、火災発生時に初期消火を実施したものは113件で、その実施率は

82.5％であった。

　これに対し消防訓練を過去１年以内に実施していない対象物は345件であった。その

内、初期消火を実施したものは250件で、その実施率は72.5％であった。

よって訓練実施対象物が実施無対象物に比べ、初期消火の実施率は10.0％高かった。

表-17　消防訓練の実施と初期消火
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表-18　消防訓練と初期消火活動の関係
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⑶　初期消火活動と効果

　初期消火活動は、自然鎮火等45件を除く482件の内、363件で実施され、実施率は

75.3％であった。その内、消火設備を用いたものは158件、消火設備以外のもの（水道

水やバケツ水等）を用いたものは205件であった。

　一方、初期消火が実施されなかったものは119件で，その理由は次のとおりであった。

　初期消火を行った363件の内、完全消火されたものが268件、消防隊到着までの間消火

活動により延焼を阻止したものが35件、合わせて303件あり、その奏効率は83.5％であっ

た。
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表-19　初期消火活動と焼損程度の関係
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４　消防用設備等の使用（作動）状況

⑴　 消火設備

　ア　消火器の使用状況

　火災の発生した規制対象物527件の内、

出火当時に消火器が設置されていた対象

物での火災は505件であった。

　建物に設置されていた消火器を使用

した火災は154件あり、そのうち、完全

消火又は延焼阻止できたものが115件で、

消火器を使用した火災の74.7％であった。

　しかし、使用したものの効果がなかっ

た火災は39件（25.3％）あり、その理由

は次のとおりである。

　

  一方、消火器を使用しなかった火災は

373件で、このうち消火の必要があった

が使用しなかった火災は97件あり、その

内訳は次のとおり。

　なお、火災が小規模等であったため消

火器による消火を必要としなかったもの

が276件あった。
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表-20　消火器の使用と効果
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　イ　屋内消火栓設備の使用状況

　屋内消火栓設備が設置されていた対象物

での火災は109件で、そのうち屋内消火栓

設備が使用されたものは１件あった。

　屋内消火栓設備を使用しなかった火災は

108件あり、そのうち89件は火災が小規模

等であったため同設備を使用しなかった。

　一方、消火の必要はあったが使用しな

かった火災は19件あり、その内訳は次のと

おり。

表-21　屋内消火栓設備の使用と効果
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　ウ　スプリンクラー設備の作動状況

　スプリンクラー設備が設置されていた対象物での火災は50件あり、このうち５件

（10％）で作動し、屋内配線の出火により有効にかからなかった火災１件を除き、

ほかの４件は完全消火された。

　一方、作動しなかった火災は45件あり、そのほとんどが火災の規模等の理由によ

り消火する必要がなかったものである。

　なお、焼損面積が計上されている火災はスプリンクラー設備の設置場所以外で出

火したものである。

※上記の「必要なかった」とは、火災の発見が早くスプリンクラー設備作動前に自

然鎮火したもの、または消火器等で消火したもの、スプリンクラー設備が作動す

るほど火災が拡大しておらず、小規模のまま消火されたもの。

表-22　スプリンクラー設備の作動と効果
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　エ　 屋外消火栓設備、動力消防ポンプ設備の使用状況

  屋外消火栓設備が設置されていた対象物での火災は12件あり、そのうち屋外消火

栓設備が使用されたものはなかった。不使用の理由については、火災が小規模等の

理由により使用する必要がなかったものが10件、消火困難場所に延焼又は出火した

もの、消火器で消火しようとして失敗し火災が拡大したものがそれぞれ１件ずつで

あった。

　動力消防ポンプ設備が設置されていた対象物での火災は１件あり、その火災にお

いて、動力ポンプは濃煙が充満していたため使用されていなかった。

表-23　屋外消火栓設備の作動と効果

表-24　動力消防ポンプ設備の作動と効果
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１．はじめに

日本ではロボットの研究が盛んであり、

教育、啓発、あるいは研究開発の切磋琢

磨の場として多くのロボットコンテスト

が開催されている。2011年には東日本大

震災が発生し、多くの尊い命が失われ、

いまだに不自由な避難生活を強いられて

いる方々もいる。日本は地震の多い国で

あり、毎年のように被害が発生している。

一見かけ離れたこの２つの日本の特徴を

組み合わせ、震災時の救助活動を題材と

したロボットコンテストが、レスキュー

ロボットコンテスト（略称：レスコン）

である。多くのロボットコンテストは相

手を倒す、あるいは、ゲーム的な作業を

完了する事を題材とし、相手の作業を妨

害する事も否定しないコンテストもある。

しかし、レスコンでは、救助活動を題材

とし、現実に救助活動をロボットで行う

ための提案性を重視している。もちろん

“コンテスト”として開催しているため、

点数付けもあり、高得点をとることも評

価の一つであり、一定の“楽しさ”の演

出もある。ロボットによる要救助者に優

しい救助活動の実現を目標とし、実現性

や提案を評価するため、このコンテスト

の最も優秀な賞として“レスキュー工学

大賞”が設けられている。

このようなレスコンの設定、理念を鑑

み、消防庁及び日本消防検定協会は特別

共催し、消防庁長官賞および日本消防検

定協会理事長賞を設け、授与をしたので

ここに紹介する。なお、レスコンへの特

別共催に関しては、本誌７月号に記事が

掲載されているので、あわせて参考とさ

れたい。

２．構想から開催まで

平成７年１月17日、阪神淡路大震災が

発生した。筆者が説明するまでもなく、

約６千以上の人々が命を落とすという大

惨事となった。このときロボット研究者

として、何かできなかったのであろうか

という思いから、日本機械学会ロボティ

クス・メカトロニクス部門の研究会とし

て、救助ロボット機器の研究開発に資す

ることを目的とした「阪神淡路大震災に

おける人命救助の実態調査研究会（略

称：レスキューロボット機器研究会）」

が組織された。筆者の一人もこの研究会

消防庁消防研究センター　佐伯一夢、天野久徳

第15回レスキューロボットコンテスト

における特別共催と表彰
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に委員として参加した。この研究会では、

ロボットに限らず、震災時の救助活動に

有用な機器について広範に調査を行い、

開発すべき機器の提案を行った。消防な

どの公設の救助組織が使用する高度な機

器から、住民が使う日常品を利用した機

器まで調査および提案されている。実際

に、阪神淡路大震災で救助活動において

最も活用された機器として、バールが挙

げられている。研究会では調査の後、機

器開発提案を審査し、優れている提案に

関しては実際に研究開発を進めた。

研究会において検討を進める上で、こ

れらの機器開発に関する啓発活動も必要

ではないかとの意見があった。すなわち、

ロボット研究者を志す人たちに、救助活

動について考える機会を設け、より多く

の若い研究者に救助活動のためのロボッ

ト開発を志してもらいたいとの意見であ

る。この啓発活動の手法の一つとしてロ

ボットコンテストが提案された。これが

レスキューロボットコンテストの原点で

ある。しかし、この時点では研究会メン

バーの提案、構想があっただけで、実際

に開催されるには至らなかった。

平成13年、経済産業省の主導にてロ

ボット創造国際競技大会（愛称：ロボ

フェスタ）が計画され、レスキューロ

ボットコンテストを提案したところ、関

西会場における新規競技として採択され

た。平成12年にロボフェスタの先行イベ

ントが開催されている。この先行イベン

トにおいてレスコンは初めて開催された。

このときは競技実施の予行演習的な検証

も必要であったため、レスキューロボッ

トコンテスト実行委員会のメンバーが所

属している大学、高専からの招待チーム

のみの参加とした。このレスコンは“プ

レ大会”と呼ばれている。平成13年のロ

ボフェスタにおける開催が第１回大会で

ある。今年の開催が第15回大会であった。

３．競技概要とその進化

レスコンでは、震災後の街並みを模擬

し、１／６スケールで製作された“実験

フィールド”と呼ばれる領域でロボット

を使用し救助活動を行う。今大会におけ

る実験フィールドの状況を図-1に示す。

被災者を模擬したレスキューダミー（愛

称“ダミヤン”）が実験フィールド内で

救助を待っている状況が想定されている。

このように設定された状況下で、各

チームがどのような方法で救助を試みる

か、また、そのためにどのような機能を

ロボットに持たせているかをプレゼン

図-1　実験フィールド
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テーションする時間を設けている。これ

は、このロボットコンテストの大きな特

徴の１つであり、啓発を目的としている

という発想から取り入れられた。

レスコンは震災における救助活動を実

現することを最終的な目標としている。

現実の震災での救助活動では、発災前に

あらかじめ被害状況を知ることはできな

い。そこで、被災した街の状況は競技に

おいて初めて知ることができる設定とし

ている。具体的にはヘリコプターに搭載

されたカメラを模擬したカメラを高所に

設置してある。競技が開始された時点で

初めて、チームのメンバーはこの画像を

通して実験フィールドの被災状況を知る

ことができる。つまり実験フィールドを

直接見ることはできない。第７回大会ま

では、チームのメンバーがこのヘリテレ

カメラを手に持って直接操作していたが、

第８回大会以降はカメラを高所に設置し、

見たい方向やズームなどの操作を遠隔操

縦できるものとしている。なお、昨年の

第14回大会からの新しい試みとして、ロ

ボットに搭載されているカメラの重要性

をさらに高めるためにこのカメラの遠隔

操縦機能をなくしている。

チームのメンバーは実験フィールドを

直接見ることができない設定となってい

るため、当然ながら、ロボットを直接見

て操縦することもできない。ロボットに

搭載されているカメラと前段にて説明し

たヘリテレを想定した高所カメラの映像

によりロボットを遠隔操作しなければな

らない。これは、震災発生時のロボット

による実際の救助活動は余震などによる

２次災害を回避する必要があり、安全な

場所からロボットを遠隔操縦、あるいは

自律的なロボットを製作する必要がある

ことを想定させるためである。

参加チームは、今大会のオフィシャル

サプライヤーであるサンリツオートメイ

ション㈱や岐阜高専が開発したレスコン

ボードと呼ばれる機器を利用し、無線

LAN を使用して、画像、操縦データを

通信する。レスコンボードも改良が繰り

返され、バージョンアップしてきている。

救助活動は要救助者に負担をかけない

ように、かつ迅速に行う必要がある。こ

の要件をコンテストで評価するために、

当初は、ダミヤンの負担の度合いを審判

が目視で確認していた。しかし、より定

量的な評価をおこなうために、ダミヤン

は年々改良されている。第１回大会では、

人の形を模しただけのものであったが、

実験フィールドのスケール比に相当する

重量となるよう、第３回大会以降はおも

りが入れられている。このおもりも第11

回大会までは、胴体内に入れられていた

が、第12回大会からは、頭、腕、肩など

の重量比が人と同じになるように、ダミ

ヤンの各部に入れられている。また、第

７回大会には、ロボットによる救助が要

救助者に負担を与えている度合いを計測

するために、各種センサを搭載し、コン
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ピュータと通信し、センサ情報を自動的

に記録できるようになった。それ以降、

センサの種類、取り付け方法も年々改良

されてきている。ダミヤンは、当初、大

人を模したもののみであったが、現在で

は、子供を模したダミヤンもある。さら

に、救助活動を効率的に進めるためには、

発見した要救助者の状況を認識すること

も重要である。そこで、ダミヤンの個体

認識を第９回大会から取り入れている。

白黒のパターンがダミヤンの胸につけら

れ、これによってどのダミヤンを発見し

たか個体認識をする。個体認識の方法は、

この他に、ダミヤンの声を想定した発信

音、目に組み込まれた LED の点滅パター

ンなどで行うこともできる。チームのメ

ンバーは個体認識結果を審判に報告し確

認を受ける。

被災状況を模したガレキも年々バリ

エーションを増やし、実態に近づけるよ

うに変えてきている。当初は、木の角材

を切ったものや、板などのみであった。

これに、サイズを大きくしたもの、材質

をアルミにしたものが加えられた。第８

回大会には、木造２階建ての１階部分が

押しつぶされるように倒壊した状況を模

した“家ガレキ”（第８回大会では“屋

根ガレキ”と表記）が採用された。さら

に第13回大会からは、２階建ての建物の

２階に要救助者がいる状況や、建物が傾

いている状況を模した設定もなされてい

る。

競技は２チーム同時に行われる。第５

回大会以前は、２チームが別々の実験

フィールドで活動を行っていたが、第６

回大会以降は、１つの実験フィールドで

行っている。双方の救助活動を協力して

行えるように、それぞれのチームのロ

ボットを操縦するためのコントロール

ルーム内には、同時に競技を行っている

２チームが相互に通信する装置も設置さ

れている。

このように、レスコンは単にロボット

コンテストとして開催するのではなく、

実際の救助活動、被災地の状況に対応で

きるよう、少しずつではあるが進化して

きている。また、レスコンボードやダミ

ヤンシステムなどの運営側の高度な技術

を導入している。

４．支援と表彰

震災20年の節目となる今年の１月に

は、レスキューやロボットに関わる科学

技術者の人材育成と防災・減災意識の啓

発に広く寄与できる母体として、一般社

団法人アール・アンド・アールコミュニ

ティーが設立され、今大会は、この新法

人による事業運営のもとで開催される初

めてのレスコンとなった。今大会は、レ

スキューロボットコンテスト実行委員会、

神戸市、神戸サンボーホールが主催し、

東京エレクトロンデバイス㈱をゴールデ

ンスポンサー、サンリツオートメイショ

ン㈱をオフィシャルサプライヤーとして
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開催された。この他、計測自動制御学会

システムインテグレーション部門、精密

工学会アフィリエイト委員会、日本機械

学会ロボティクス・メカトロニクス部門、

日本ロボット学会、消防防災ロボット技

術ネットワーク、東京都立産業技術高等

専門学校荒川キャンパス、レスキューロ

ボットコンテストシーズ実行委員会が

共催し、また多くの企業が協賛してい

る。また今大会から、レスコンの支援団

体（オフィシャルパートナー）に新たな

カテゴリーとしてチームサポーターを設

け、その支援金を使って参加チームにロ

ボットの制作費等を支援する制度が始め

られた。今大会では６社がチームサポー

ターとなっている。

消防庁は、自治体消防制度60周年記念

事業の一環として、平成20年度のレスコ

ンを支援した。消防庁および財団法人消

防設備安全センターが特別後援し、レス

コンで設けられている賞の他に、消防庁

長官賞を設けた。平成21年度には、消防

庁および日本消防検定協会がレスコンを

特別後援し、消防庁長官賞に加え、日本

消防検定協会理事長賞を設けた。平成22

年度からは特別共催という形で支援して

いる。レスコンで授与する賞の審査委員

会に、筆者の一人が特別審査員として参

加した。

今年のコンテストには25チームの応募

があった。第13回大会から、予選は従来

から開催されている神戸会場に加え、東

京会場でも行われており、今年も２会場

にて予選が開催された。神戸、東京での

二つの予選を経て、14チームが本選の参

加資格を得た。神戸会場の予選の様子を

図-2に示す。予選では高得点のチームば

かりでなく、新たな試みに取り組んだ

チームをチャレンジ枠として評価するな

どの基準で本選出場チームが選出された。

図-2　競技会神戸会場予選の様子
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本選は８月８日、９日の２日間、神戸

市にある神戸サンボーホールで開催され

た。競技会本選と並行して、レスコンの

主催・共催・協力団体、地元の企業や機

関による展示、工作教室等の参加型イベ

ントも行われ、２日間で5,131名の来場

者があった。競技会本選の様子を図-3に

示す。最近は、多くのマスコミからも注

目され、競技会場は熱気に包まれていた。

レスキューロボットを遠隔操縦している

コントロールルームの様子を図-4に示す。

レスコン本選は、本選選出の全チーム

が参加するファーストミッションが１日

目に行われ、上位６チームがファイナル

ミッションに進む。２日目午前に敗者

復活戦に当たるセカンドミッションが

図-3　レスキューロボットコンテスト本選会場の様子

図-4　コントロールルームの様子
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行われる。ファーストミッションの結

果、ファイナルミッションに進めなかっ

たチームが競技を行い、上位２チームが

２日目午後に行われるファイナルミッ

ションに進む。 ８日に実施されたファー

ストミッションにおける上位６チームは

「レスキュー HOT 君」（近畿大学産業理

工学部ロボット工作研究会）、「都工機

械電気」（大阪市立都島工業高校機械電

気科）、「大工大エンジュニア」（大阪工

業大学モノラボロボットプロジェクト）、

「がんばろう KOBE」（神戸市立高専）、

「なだよりあいをこめて」（神戸市立科学

技術高校化学技術研究会）、「とくふぁ

い！」（徳島大学ロボコンプロジェクト）、

であった。９日に実施されたセカンド

ミッションの結果から、上記６チームに

加えて、「MCT」（松江高専機械工学科）、

「SHIRASAGI」（兵庫県立大学ロボット研

究会）、の計８チームがファイナルミッ

ションに進出した。レスコンでは参加

チームに制限はなく、競技会本選に参加

したチームも高校、高専、大学そして社

会人チームと多彩であった。大会前に行

われる書類審査からファイナルミッショ

ンまでの結果をもとに各賞の受賞チーム

が選考された。

消防庁長官賞は兵庫県立大学ロボッ

ト研究会の「SHIRASAGI」チームが受賞

した。「SHIRASAGI」チームは、人とロ

ボットだけでなくロボット同士の連携、

一方で、トラブルを想定し単独作業を可

能としたロボットの準備などのチームコ

ンセプト、３指ハンドや左右に分かれた

ベルトによるスムーズな救助方法、そし

て、ファーストやセカンドミッションで

の反則に対して、ファイナルミッション

では見事に立て直し、反則のないダミヤ

ンにやさしい救助を実現したことが評価

された。受賞チームの写真を図-5に示

す。チームの全メンバー、そして写真左

側には、長官賞のプレゼンターである消

防庁消防研究センター山田常圭所長とレ

スキューロボットコンテスト実行委員会

委員長である神戸大学横小路泰義教授も

写っている。日本消防検定協会理事長賞

は徳島大学ロボコンプロジェクトの「と

くふぁい！」チームが受賞した。この

チームは、過去の大会においても理事長

賞が贈呈されており、前回はレスコン初

の飛行ロボットを用いたことが評価され

た。今回は、飛行ロボットを用いてしっ

かりと結果を出し、パフォーマンスを示

した点が評価された。今後の安全性のレ

ベル向上にも期待されるところである。

受賞チームの写真を図-6に示す。写真の

左側には理事長賞のプレゼンターである

日本消防検定協会大江秀敏理事もチーム

とともに写真に写っている。

レスコンで最も栄誉ある賞であるレス

キュー工学大賞は、大阪工業大学モノラ

ボロボットプロジェクトの「大工大エ

ンジュニア」チームが受賞した。「いつ

でも、どこでも、だれでも、ベストパ
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図-5　消防庁長官賞受賞チーム；SHIRASAGI（兵庫県立大学ロボット研究会）

図-6　日本消防検定協会理事長賞受賞チーム；とくふぁい！(徳島大学ロボコンプロジェクト)
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フォーマンス」という明確なコンセプト

のもと、自律ロボットの導入、遠隔制御

とのコンビネーションによる見事なリカ

バリー、分かりやすい電光掲示板の設置

など競技ポイントには関係ないが、レス

キューとして重要な技術に果敢にチャレ

ンジする姿勢が評価された。競技得点で

評価されるベストパフォーマンス賞は

神戸市立科学技術高校科学技術研究会

の「なだよりあいをこめて」チームが受

賞した。第13回大会から消防防災ロボッ

ト技術ネットワークが賞スポンサーと

なっている、ベストチームワーク賞（消

防防災ロボット技術ネットワーク賞）

も、「なだよりあいをこめて」チームが

受賞した。ベストロボット賞は、大阪市

立都島工業高校機械電気科の「都工機械

電気」チームの１号機「ブリたきゅ」お

よび４号機「たきゃウォーク」が、ベス

トプレゼンテーション賞は、金沢工業大

学夢考房の「ＭＳ－Ｒ」チームの稲垣遼

さんが受賞した。レスコンでは不可欠と

なっている遠隔制御技術に関する賞、ベ

ストテレオペレーション賞も「都工機械

電気」チームが受賞した。 

この他に NPO 法人国際レスキューシ

ステム研究機構からの第十一回竸基弘賞

2015年レスキューロボットコンテスト奨

励賞を、「大工大エンジュニア」チーム

が受賞した。竸基弘賞は阪神淡路大震災

で倒壊したアパートの下敷きになり23歳

の若さで亡くなった、当時神戸大学大学

院の博士前期課程の１年生であった竸基

弘氏にちなんで設けられている賞である。

大学院生、大学学部生、高専生を対象と

し、レスコンばかりでなく学術講演会な

どにおいても優秀な研究を表彰している。

５．おわりに

本稿では、レスキューロボットコンテ

ストの概要と、本年の表彰について紹介

した。2011年に発生した東日本大震災に

おいても、まだ、救助活動にロボットが

大いに活躍したという状況には至ってい

ない。さらに研究開発を進めるためには

啓発が必要であることは言うまでもない。

ロボットコンテストといったこのような

啓発の場は他にはないものである。これ

を契機に読者の皆さんにも救助やロボッ

トについて考えて頂くきっかけとなれば

幸いである。レスコンについてはホーム

ページでも多くの情報発信をしている。

参照していただきたい。

【写真提供】：図-3、図-4、図-5、図-6

レスキューロボットコンテスト実行委員会
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前回は警報設備関係及び消火設備関係の出展について紹介した。今回は消防設備関係

の出展について紹介する。

●消防設備関係

消防設備関係については、消防用ホース、消防用結合金具、消火栓、消防用積載梯子、

可搬消防ポンプ、消防ポンプ自動車及び特殊消防自動車の展示が確認できたが、避難器

具に係る展示については確認することが出来なかった。

消防用ホースは、日本で使用されているものと同様なものの展示が主ではあったが、

大口径のものも多く展示されていた （写真：防-01，02） 。

消防用結合金具は、小口径から大口径まで欧州で広く使用されている DIN タイプの

ものが主であったが、中国の企業から、独、米、英、日等各国の規格に準じた金具の展

示がなされていた（写真：防-03）。

日本企業からは、基準の特例を適用した独自の形状の金具を展示していた。

　

インターシュッツ2015　視察報告（その２）

海外情報

消火・消防設備部　消火設備課　大久保 一広
消火・消防設備部　消防設備課　井 上 　 操

警報設備部　報知設備課　森 本 靖 徳

防-01　一般的なホース・金具（海外製） 防-02　大口径のホース・金具（海外製）
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放水銃、大口径ホース用の資機材等の展示の他に、超音波とカメラを組み合わせた水

難救助用の水中探査装置について実演を交えた展示を行っている日本企業もあった。

消火栓は、ゴム製のホースを巻いたホースリールの構造や平ホースを丸めて収納する

構造の欧州でよく見かけるタイプの展示が主であった（写真：防-04，05）。

防-03　各国の金具を揃える中国企業

防-04 防-05

消火栓を主力としている日本企業からは、消防用ホースの技術を応用した簡易なエア

ジャッキについて、実演を交えた展示がなされていた。

消防用積載梯子はドイツ企業の１社のみ出展が確認できた。日本で主流の丸パイプを

立体的に組み合わせた構造ものではなく、角断面のアルミ材を平面的に組み合わせた

ホームセンター等で販売されている「はしご」的なものであった （写真：防-06） 。

動力消防ポンプ関係では、日本で展開しているものと同様な可搬消防ポンプがシリー

ズで出展されていた。
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また、日本企業が EU 現地法人として可搬消

防ポンプと同様な構造のものを出展していた。

ただし、展示ブース及び配布していたカタログ

には「消防・消火」に関連する記載及び写真は

なく、冠水時等の排水ポンプとしての出展のよ

うであった。

消防用自動車では、日本企業から30メートル

級はしご付消防自動車 CAFS 付の13メートル屈

折はしご付消防ポンプ自動車及び基準の特例を

適用した CAFS 付の可搬消防ポンプが出展され、

はしご車はそれぞれバスケットによる試乗運転

がなされていた。

一方、欧州の消防車両製造メーカは、屋内

又は屋外において各社それぞれ大々的に展示及

び試乗を行い、来場の消防吏員や消防団員で賑

わっていた（写真：防-07，08）。

前回と同様に100メートル級屈折はしご付消防ポンプ自動車（フィンランド）、60メー

トル級はしご付消防自動車（ドイツ）等の大型な車両が種々展示されていた他、梯体

（はしごの主構造部）にカーボン繊維を用いたはしご付消防自動車（フランス）など、

新技術をアピールしているものもあった（写真：防-09，10）。

防-06

防-08　屋内展示風景防-07　屋外展示風景
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空港用化学消防ポンプ自動車については、従来のメインターレット（車両上部の放水

銃）に変えて10数メートルの放水塔（HRET）を搭載しているものが各社から展示され

ていた（写真：防-11）。このようなタイプのものは、現時点では国内の空港に配備され

ていないことから、今後国内への展開が想定される。

空港関係の車両として、今回が初出展ではないようであるが、航空機用の緊急タラッ

プ車（オーストリア）の展示があった。航空機自体はスロープ等緊急時における避難用

の機材は充実しているが、外部からのアクセスについては、通常の乗降用タラップ車を

用いるほかないと思われる。展示されていた車両の加速性能は0-80Km/h が30秒で最高

速度が105 Km/h と機動力に優れ、タラップ先端フロアの幅が３メートルと広く、かつ、

消火用のホースリールが設置されており、緊急時における避難、救助及び消火活動を効

率的に行えるものとなっていた（写真：防-12）。

防-10　カーボン繊維梯体部防-09　はしご車展示風景

防-12　緊急タラップ車防-11　HRET付空港用化学消防自動車
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その他としては、屋外の実演会場でメーカによる消火作業や、消防車両を舞台とした

パフォーマンス等の実演がなされ、観衆の注目を集めていた（写真：防-13，14）。

さらに、会場の一部において、消防隊員による数々の競技が行われており、インター

シュッツが消防操法大会を起源としている名残を感じることができた（写真：防-15，16）。

全体的な印象として、はしご車をはじめとした消防車両は展示の花形であり、屋外で

も屋内でも会場の中心部を占め、目立っていた。各地の消防団員と思われる人々が多く

来場しており、防火服など直接使用する機会の多い展示・販売物に注目しているよう

だった。当協会の扱う消防用機械器具等と同等あるいは類似の製品は比較的数も少なく、

出展企業数も同様であった。

日本企業の出展社数は10社と前回に比べて増加したものの多くはないが、無線技術を

応用したシステムや窒素濃度の組成を変え消火に応用するシステムなど新技術の出展が

いくつか見られた。海外企業についても、消防車両など今後国内に導入が予想される新

製品が見受けられた。

なお、次回の「インターシュッツ」は５年後に再びハノーファーでの開催が予定され

ている。

防-14　消防車両上での演技風景防-13　CAFSによる消火実演風景

防-16　ホース展長競技？風景防-15　重量物引き上げ競技？風景
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おしらせ
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日直

おしらせ

有効期限を経過した受託評価品目

【易操作性１号消火栓】

型���������������������������
承認

年月日
住������������������������������������������������� 依��������������������

有効期限の
終期日日

品評栓
第２２～１～１�

Ｈ���������������� 東京都千代田区内神田三丁目３�１３� 株�会社 眞和 Ｈ����������������

【２号消火栓】

型���������������������������
承認

年月日
住������������������������������������������������� 依��������������������

有効期限の
終期日日

品評栓
第１～９～２２�

Ｈ���������������� 大阪府寝屋川市石津東町３１�１� 株�会社 横井製作� Ｈ����������������

【補助散水栓】

型���������������������������
承認

年月日
住������������������������������������������������� 依��������������������

有効期限の
終期日日

品評栓
第６３～２３～１９�

Ｈ���������������� 大阪府寝屋川市石津東町３１�１� 株�会社 横井製作� Ｈ����������������

上記の機械器具等が、型式に係る有効期限を経過しましたのでお知らせします。

上記の機械器具等は、有効期限の終期日以降、当該型式に基づく製品について新たに

当協会の型式適合評価を受け、合格表示が行われることはありません。

既に設置され又は型式適合評価を受け合格表示が行われた上記の機械器具等について

は、型式適合評価時において基準への適合性が確認されており適正な設置及び維持管理

がされていれば、当該有効期限の経過による使用への影響はありません。
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協　会　通　信

協　会　通　信

■■業界の動き■■
- 会議等開催情報 -

◆（一社）日本火災報知機工業会◆

○業務委員会 （平成27年10月8日）

・平成27年9月度理事会概要報告につい

て

・住宅用火災警報器関連の報告について

・住宅用火災警報器設置対策会議報告

・事務局長会議議事概要について

・消防機器等製品情報センター運営会議

議事概要について

・委員長連絡会報告

○メンテナンス委員会

 （平成27年10月21日）

・維持運用管理手法小委員会報告

　　ホームページ更新ＷＧについて

建設的なメンテナンスを考える会に

ついて

光警報装置点検基準ＷＧについて

・防火設備検査資格者講習用テキスト部

会作業ＷＧについて

・防火設備検査員に関する講習について

・委員長連絡会報告

○技術委員会 （平成27年10月15日）

・火報システム技術検討小委員会報告

光学濃度計用光源の統廃合への対応

について

無線式連動型警報機能付感知器の電

池交換基準（案）について

・電源スイッチ関係の耐食性に関する検

討小委員会報告

・光警報システム関係の状況報告

　　光警報システム検討小委員会

　　光警報連携小委員会

・委員長連絡会報告

○設備委員会 （平成27年10月22日）

・設備性能基準化小委員会報告

自動火災報知設備・光警報装置の設

置等について

・工事基準書小委員会報告

・防火設備検査員に関する講習について

・委員長連絡会報告

○システム企画委員会

 （平成27年10月30日）

・光警報システム関連の経過報告

光警報装置関係の経過概要報告

光警報連携小委員会・火報企画検討

小委員会の報告

　　　消防庁からの調査依頼について

　　　パンフレットについて

・委員長連絡会報告

◆（一社）日本消火器工業会◆

○第２回　ＰＲ委員会

　 （平成27年10月15日）

・「消火器読本」の改訂について

－31－
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協　会　通　信

協　会　通　信

－33－

・国際福祉機器展等のイベントの報告

○第４回　技術委員会

 （平成27年10月16日）

・WG1の総まとめの検討について

・検定協会からの実験依頼の内容検討

○第４回　理事会・総務合同会議

　　　　　 　（平成27年10月20日）

・定例報告

・平成27年度社会貢献事業　住宅用消火

器配布事業について

・中間処理施設監査の実施計画について

・平成27年度消防庁長官表彰について

・公益目的支出計画の変更認可取得につ

いて

◆（一社）日本消火装置工業会◆

○第371回　技術委員会

 （平成27年10月6日）

・「設計・工事基準書作成要領書」一部

改訂案について（再審議）

・その他

○第143回　第二技術分科会

 （平成27年10月15日）

・工事基準書監理指針への意見について

・安全センターへの意見について

　　泡消火薬剤の劣化

一斉開放弁の機器点検の実施状況

水放射時の影響

・合同委員会について

・法令根拠調査について

・その他

○128回　第三技術分科会

　 （平成27年10月20日）

・「平成28年版　監理指針」の改訂意見

について

・容器弁の点検期限の工業会ホームペー

ジ掲載の件

・劣化に対応した点検方法の検討

・高圧ガス保安法の申請時に係る問題点

について

・その他
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協　会　通　信

協　会　通　信

■■人事異動■■
◆消防庁人事◆

○平成27年10月9日付

（氏名）氏名）） （新）新）） （旧）

圓増　正宏 出向
【併任解除】
【総務省大臣官房秘書課秘書専門官
へ】

総務課課長補佐　併任　国民保
護・防災部防災課国民保護運用
室課長補佐

橋本　直明 総務課課長補佐
併任　国民保護・防災部防災課国民
保護運用室課長補佐

総務省大臣官房秘書課秘書専門
官

○平成27年10月13日付

（氏名）氏名）） （新）新）） （旧）

山下　真弘 消防・救急課 総務省大臣官房秘書課



検定協会だより　27年11月

－34－ －35－

型式承認
種��������別 型������ 申��請��� 型��������������������������

承認
年月日

小型消火器

消自
第２７～１２�

日本ドライケミカル
株�会社

粉末 （ＡＢＣ） ６．０ｋｇ （自動車用） （蓄圧�、
鉄製）

Ｈ��������

消第２７～５５�
日本消防設備
株�会社

粉末 （ＡＢＣ） ３．０ｋｇ （ＣＯ�加圧�、 鉄製） Ｈ������5

消第２７～５６�
株�会社
丸山製作�

住宅用強化液�１．５ｌ （蓄圧�、 鉄製） Ｈ�������3

消第２７～５７�
日本ドライケミカル
株�会社

粉末 （ＡＢＣ） ３．０ｋｇ （蓄圧�、 樹脂製） Ｈ��������

中継器

中第２７～４�
日本ドライケミカル
株�会社

直流２４V、 外部配線抵抗５０Ω Ｈ������4

中第２７～５�
日本ドライケミカル
株�会社

直流６V、 外部配線抵抗５０Ω Ｈ������4

中第２７～６�
日本ドライケミカル
株�会社

直流６V、 外部配線抵抗５０Ω Ｈ������4

定温�
スポット型感知器
（試験機能付）

感第２７～１８�
日本フェンオール
株�会社

特種 （２４Ｖ、 １ｍＡ） ・ 公称作動温度６０℃
非防水型、 普通型、 再用型

Ｈ�������3

感第２７～１９�
日本フェンオール
株�会社

１種 （２４Ｖ、 １ｍＡ） ・ 公称作動温度６５℃
防水型、 普通型、 再用型

Ｈ�������3

光電�
スポット型感知器

感第２７～２０�
日本フェンオール
株�会社

２種 （２４Ｖ、 ６０ｍＡ） ・ 非蓄積型
非防水型、 普通型、 再用型、 散乱光�

Ｈ�������3

Ｐ型１級受信機
（蓄積�）

受第２７～４� ニッタン株�会社
交流１００Ｖ、 外部配線抵抗５０Ω
公称蓄積時間６０秒

Ｈ�������

一斉開放弁 開第２７～１３� ホーチキ株�会社 電動型�１５０ （１６Ｋ、 縦横両用） Ｈ��������

品質評価　型式評価
種��������別 型������ 依������ 型��������������������������

承認
年月日

消防用結合金具

Ｃ１４ＫＮ０３Ａ ヨネ株�会社 使用圧１．４、 ねじ�、 呼称２５０ （大量送水用） Ｈ������

Ｃ１６ＡＤ０２Ａ
株�会社
岩崎製作�

使用圧２．０、 差込�差し口、 呼称４０ Ｈ�����3�

Ｃ１６ＡＤ０３Ａ
株�会社
岩崎製作�

使用圧２．０、 差込�差し口、 呼称４０ Ｈ�����3�

Ｃ１６ＡＥ０２Ａ
株�会社
岩崎製作�

使用圧２．０、 差込�差し口、 呼称５０ Ｈ�����3�

Ｃ１６ＢＤ０２Ａ
株�会社
岩崎製作�

使用圧２．０、 差込�受け口、 呼称４０ Ｈ�����3�

Ｃ０９ＥＤ０１Ａ
株�会社
丸共ユニオン

使用圧０．１、 ねじ�差し口、 呼称４０ （吸管用） Ｈ��������

Ｃ０９ＦＤ０１Ａ
株�会社
丸共ユニオン

使用圧０．１、 ねじ�受け口、 呼称４０ （吸管用） Ｈ��������

消防用ホース

Ｈ０１２５ＥＣ０８Ａ 芦森工業株�会社
平、 合成樹脂、 使用圧１．６、 呼称５０ （シングル、
ポリエステル�ポリエステル／アラミド ・ ポリエステルフィラメ
ント綾織、 円織）

Ｈ������

Ｈ０１２５ＦＣ１０Ａ 芦森工業株�会社
平、 合成樹脂、 使用圧１．６、 呼称６５ （シングル、
ポリエステル�ポリエステル／アラミド ・ ポリエステルフィラメ
ント綾織、 円織）

Ｈ������

Ｈ０１２４ＦＣ１４Ａ 芦森工業株�会社
平、 合成樹脂、 使用圧１．３、 呼称６５ （シングル、
ポリエステル�ポリエステルフィラメント ・ ポリエステルフィラメ
ント綾織、 円織）

Ｈ��������

新たに取得された型式一覧
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消防用ホース Ｈ０１２４ＦＣ１５Ａ 芦森工業株�会社
平、 合成樹脂、 使用圧１．３、 呼称６５ （シングル、
ポリエステル�ポリエステルフィラメント ・ ポリエステルフィラメ
ント綾織、 円織）

Ｈ��������

外部試験器
品評外
第２７～３�

ニッタン株�会社 － Ｈ������5

消防用吸管 Ｓ０２０４０００ 櫻護謨株�会社
呼称４０、 合成ゴム、 使用温度範囲 （－２５～
４０℃）

Ｈ��������

特殊消防ポンプ自動車
又は特殊消防自動車
に係る特殊消火装置

ＭＣ－２－１９ 株�会社モリタ 化学消防ポンプ自動車 Ｈ������5

MLL4-3�SEL-� 株�会社モリタ はしご付消防ポンプ自動車 Ｈ��������

ＭＴＴ－１５－２
株�会社
モリタテクノス

水槽付消防ポンプ自動車 Ｈ��������

品質評価　型式変更評価
種��������別 型������ 依������ 型��������������������������

承認
年月日

漏電火災警報器
受信機

Ｅ０１０２０１Ｂ オムロン株�会社
交流１００／２００Ｖ、 ５０／６０Ｈｚ
公称作動電流値５０、 １００、 ２００、 ４００、
８００ｍＡ、 作動入力電圧３０ｍＶ

Ｈ�������

Ｅ０１０２０３Ｂ オムロン株�会社
交流１００／２００Ｖ、 ５０／６０Ｈｚ
公称作動電流値５０、 １００、 ２００、 ４００、
８００ｍＡ、 作動入力電圧３０ｍＶ、 集合型

Ｈ�������

認定評価　型式変更評価
種��������別 型������ 依������ 型��������������������������

承認
年月日

増幅器及び操作部
認評放第
２６～１１～１�

日本電音株�会社 ＡＣ１００Ｖ、 最大１４４０Ｗ Ｈ��������

増設用増幅器
認評放第
２６～１２～１�

日本電音株�会社 ＡＣ１００Ｖ、 最大２１６０Ｗ Ｈ��������

ノズル
認評ノ
第５～８８～１�

株�会社
山田製作�

管そう （受け口 ・ 差込� ・ 呼称６５�ノズル結合
部の呼称６５）

Ｈ��������
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検定対象機械器具等申請一覧表
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性能評価申請一覧表

受託評価依頼一覧表
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先月東京ビッグサイトで「危機管理産
業展2015」が開催され、自然災害対策、
感染症対策、サイバー攻撃対策等々あら
ゆるリスクに対処するツール・方策が展
示・紹介されるとともに、セミナー・シ
ンポジウム等もあり、今年も意義ある
イベントであったと感じました。国家
的、組織的な危機管理や備えはもちろん、
我々の日常の暮らしの中に潜む危機にも
あらためて目を向け、危機管理意識を高
めるためのたいへんいい機会となりまし
た。
今月の巻頭のことばは、「安全を担う
研究者・技術者に求められる社会倫理」
と題して、消防庁消防研究センター所長

山田常圭様よりご寄稿いただきました。
消防機関火災事例として大阪市消防局
予防部様から「平成26年中の規制対象
物における火災発生状況（その２）」に
ついて」先月号に引き続き、ご寄稿いた
だきました。
消防庁消防研究センター特別上席研究
官天野久徳様、同研究官佐伯一夢様から
「第15回レスキューロボットコンテスト
における特別共催と表彰」についてご寄
稿いただきました。
海外情報として、ドイツで開催されま
した国際防火・防災展「インターシュッ
ツ2015視察報告（その２）」を掲載いた
しました。
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